
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
○財政力指数：社サイエンスパークなどの企業等により類似団体平均を上回る税収があるため０．７６となってい
るが、近年、税収が減少傾向（対平成１２年度△３億５千万円）にあり財政力指数も伸び悩んでいる。税の徴収
率の５％向上（９３％以上）等による税収増加等による歳入の確保を図る。
○経常収支比率：公債費及び扶助費の増加により類似団体平均とほぼ同水準となっている。扶助費について
は、資格審査等の適正化による抑制に努め、公債費については、新規事業の見直し等による地方債の発行を抑
制する。なお、地域医療の確保として公立社総合病院の運営を補助しており、基準内繰出分を除けば８４．７％と
なる。
○起債制限比率：平成６年度から行ったコミュニティプラント整備事業や平成１２年度からの有線テレビ整備事業
の起債償還等の上昇により、類似団体平均をやや上回っている。今後控えている投資的事業の整理、縮小を図
るなど、起債依存型の事業実施を見直し、今後５年間で類似団体の水準である８．７％まで低下させる。
○人口１人当たり地方債現在高：類似団体平均を上回っている。主な要因としては、平成１２年度から平成１６年
度にかけて実施した有線テレビ整備事業（総事業費２５億円、うち起債１５億円）等であるが、新規地方債の発行
の抑制等により、有線テレビ整備事業の償還が完了する平成２６年度には類似団体平均の水準になるよう努め
る。
○ラスパイレス指数：国に準じた給料表を適用し、給与の適正な運用を実施しているため、類似団体の中では平
均の水準にあるが、合併後も引続きより一層の給与の適正化に努める。
○人口１０００人当たり職員数：退職者の不補充や民間委託の推進等により、前回の定員適正化計画（期間Ｈ12
～Ｈ16）の目標数値である「総職員で２１人の削減」を大きく上回る５９人の削減を行い、類似団体平均を下回る
など、積極的な職員の削減を図ってきた。合併後も引続き退職者の不補充や民間委託等の推進、事業事務の


